
◎住民基本台帳法の一部を改正する法律 
（平成一八年六月一五日法律第七四号）   

一、提案理由（平成一八年四月二〇日・参議院総務委員会） 

○国務大臣（竹中平蔵君） 住民基本台帳法の一部を改正する法律案につきまして、そ

の提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 この法律案は、個人情報に対する意識の高まりに的確に対応するため、住民基本台帳

の一部の写しの閲覧の制度を見直し、あわせて偽りその他不正の手段による閲覧等に対

する罰則を強化するものであります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、国又は地方公共団体の機関は、法令で定める事務の遂行のために必要である

場合には、住民基本台帳の一部の写しの閲覧を請求することができることとするととも

に、閲覧の際の手続等を整備することとしております。 

 第二に、個人又は法人が住民基本台帳の一部の写しを閲覧することができる場合につ

いて、一、統計調査、世論調査等のうち公益性が高いと認められるもの、二、公共的団

体が行う地域住民の福祉の向上に寄与する活動のうち、公益性が高いと認められるもの

等に限定するとともに、閲覧の際の手続等を整備することとしております。 

 第三に、偽りその他不正の手段による閲覧等に対する制裁措置を強化することとして

おります。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、参議院総務委員長報告（平成一八年四月二八日） 

○世耕弘成君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、個人情報に対する意識の高まりに的確に対応するため、住民基本台帳の

一部の写しの閲覧制度を見直し、あわせて偽りその他不正の手段による閲覧等に対する

罰則を強化しようとするものであります。 

 委員会におきましては、三鷹市役所に現地視察を行ったほか、参考人を招致し、その

意見を聴取するとともに、住民基本台帳の閲覧制度を原則公開から原則非公開に改める

理由、市町村が公益性の判断を適切に行うための方策、住民票の写しの交付制度を今回

改正しない理由、個人情報保護に関しての過剰反応とその対策、ドメスティック・バイ

オレンス被害者の個人情報の保護等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し四項目から成る附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年四月二七日） 



 政府は、本法施行に当たり、次の事項に配慮すべきである。 

一、住民基本台帳の閲覧の公益性に関する市町村の判断に資するため、事例の収集と市

町村への提供等に努めるとともに、全国的に閲覧制度の実施状況を調査し、結果を公

表すること。また、市町村が、公益性の判断について、厳格かつ公正な審査を行える

よう、市町村間の連携の強化その他必要な体制の整備に努めること。 

二、住民基本台帳の閲覧制度の見直しを踏まえ、閲覧の手数料について、閲覧制度の事

務処理に要する適正な額を設定するよう、市町村に対し見直しの趣旨を周知すること。 

三、住民票の写しの交付制度については、個人情報保護の観点から、さらに厳格な運用

を確保するよう努めるとともに、制度の見直しを早急に検討すること。 

四、行政機関の保有する個人情報が漏えいする事件が頻発していることにかんがみ、住

民基本台帳法関係事務の運営に当たっては、データ保護及びコンピュータ・セキュリ

ティの確保等について徹底した管理に努め、責任体制を明確化する等、個人情報保護

に万全の措置を講ずること。 

  右決議する。 

三、衆議院総務委員長報告（平成一八年六月九日） 

○中谷元君 ただいま議題となりました住民基本台帳法の一部を改正する法律案につき

まして、総務委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、個人情報に対する意識の高まりに的確に対応するため、住民基本台帳の一部

の写しの閲覧制度を見直し、あわせて偽りその他不正の手段による閲覧等に対する罰則

を強化するものであります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、去る五月二十三日本委員会に付託され、六月六日

竹中総務大臣から提案理由の説明を聴取し、七日熱海市役所へ視察に参りました。昨八

日質疑を行い、採決の結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しまし

た。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年六月八日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の事項について十分配慮すべきである。 

一 住民基本台帳の閲覧の公益性に関する市町村の判断が、厳格かつ公正に行えるよう、

適切な助言に努めるとともに、市町村間の連携の強化その他必要な体制の整備に努め

ること。 

二 住民票の写しの交付制度については、個人情報保護の観点から、さらに厳格な運用

を確保するよう努めるとともに、制度の見直しを早急に検討すること。 

三 行政機関の保有する個人情報が漏えいする事件が頻発していることにかんがみ、住

民基本台帳法関係事務の運営に当たっては、データ保護及びコンピュータ・セキュリ

ティの確保等について徹底した管理に努め、責任体制を明確化する等、個人情報保護



に万全の措置を講ずること。 

 


